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はじめに
　地域づくり分野において近年注目されている
「地域ブランド」は、「地域ブランド」という名を
冠しながら地場産品の開発や地域全体への価値を
構築し、衰退しつつある地域の活性化への切り札
として各地で取り組まれている。しかしながら、
その取り組みや成果はもちろんのこと、地域が多
様な存在であるために「地域ブランド」に対する
考えやイメージも多種多様である。前稿１ では、地
域ブランドを企業マーケティングにおける企業ブ
ランドの３つの便益と比較しながら企業ブランド
のマネジメントのどの部分が地域ブランドの取り
組みに援用できるのかを考察した。本稿では、更
に企業がなぜブランドの機能や役割に注目するの
か、その背景と地域ブランドの特性を比較しなが
ら地域ブランド化のプロセスに注目し、企業ブラン
ドから地域ブランドが学ぶべき点を考察したい。
１　企業のブランド活用
１．１　なぜ企業はブランドに注目するのか
　経済のグローバル化、高度情報化、少子高齢化
が進展する我が国において、企業の収益事業を取
り巻く環境は一段と厳しさを増している。リーマ
ン・ショック後の景気回復の動向も2010年にはＧ
ＤＰ成長率の縮小が続き、円高の進行と震災の影
響により今後も経済の回復傾向は弱い動きが予測
されている。２（図１）
　そのような状況下、多くの企業では自社の製品
やサービスに付加価値をつけブランドを構築し、
市場シェアの獲得に集中しながら収益確保のため
の模索を続けている。海外に展開する日本企業は、
自社の製品やサービスへのブランド構築はもとよ
り、海外市場において我が国の製造業が長く国際
的にも高い優位性をもつと認知され続けられてき
た「高品質・高性能」「安全性」「耐久性」という、
いわゆる「日本ブランド」３ までをも活用し、国際
的な競争力を維持しようとしている。
　図２は、製造業のうち海外展開している企業の
「日本ブランド」の訴求行動とその効果の有無に対
するアンケート結果であるが、「日本ブランド」の
訴求行動については「売りにしている（30.5%）」
「やや売りにしている（36.1%）」を合わせると６
割以上の企業が「日本ブランド」を売りにしてお
り、効果の有無に関しても「効果あり（30.6%）」
「効果ややあり（42.2%）」という７割以上の企業
が「日本ブランド」の効果に対して前向きな結果
を示している。４
　製造業に携わる海外展開企業を対象に行ったア
ンケート調査であるために「日本ブランド」のも
つ高い優位性に対して前向きな回答が多いのは、
完成品としての製品に関するハード面の特徴を色
濃く反映している結果であるのかもしれない。し
かしながら「技術で勝っても事業で負ける」５ 昨
今、ヒト・モノ・カネ・情報の次にくる第５の資
産として評価されつつあるブランドを用いて収益
につなげようと付加価値づくりに注目する企業は
多い。
　では、一体、企業はブランドの何に注目するの
だろうか。
１．２　企業が注目するブランドの役割
　池尾恭一６ によると、消費者の購買行動におけ
るブランドの役割は、大きく分けて以下の３つに
要約されるという。７
１．当該製品を他の製品から識別する手段として
の役割
２．信頼の印としての役割
３．それが有する意味による役割
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地域づくりにおける地域ブランド形成のための資源活用　－企業ブランドと地域ブランドづくりの視点から－
　よくブランド関連書に引用されるアメリカ・
マーケティング協会のブランドの定義では、「ブラ
ンドとは、個別の売り手もしくは売り手集団の財
やサービスを識別させ、競合他社の財やサービス
と区別するための名称、言葉、記号、シンボル、
デザイン、あるいはそれらを組み合わせたものの
ことである。」８ とあるように、ブランドは、その
働きによって製品やサービスが消費者によって識
別され最終的に購買行動を決定する役割を担って
いる。
　消費者は、製品やサービスを購買する時、
Attention（注意を引かれ）→Interest（興味をも
ち）→Disire（ほしいと切望し）→Memory（記
憶して）→Action（購入する・行動に移る）とい
う一連のＡＩＤＭＡ消費者行動をとると一般的に
考えられているが、各ステージにおいて購買する
製品やサービスは常に他のそれらと識別されなが
ら最終的に購買されている。
　ブランドの働きによって、購買される製品や
サービスがその属性以上のものとして何らかの便
益を消費者にもたらす時、消費者は、その便益を
製品・サービスに結びつけて認識している。言い
換えれば便益という情報を製品・サービスに付加
し、便益をもたらすブランドという価値あるもの
として認識する。その結果、消費者は、それらを
他のものから識別し最終的に購買行動につなげて
いる。
　消費者は、また、ブランドの働きによってそれ
らが信頼に値するものであるのかどうかを自らの
知識や経験に基づいて識別している。成熟した市
場の中では、消費者は製品やサービスについて大
量の情報を受け取り購買行動につなげるが、すべ
ての情報を入手しているわけではなく、また実際
にすべての情報を入手することは不可能なことで
あるため、評判等の信頼に値する外部からのイ
メージ情報などをも自らの知識や経験に取り込み
ながら十分な情報がなくてもブランドによって購
買行動につなげている。購買行動時の「よく知ら
れている製品であるから」とか「有名ブランドだ
から」という表現は、ブランドが「信頼の印」と
しての役割を果たしている表れである。このブラ
ンドの働きによって、消費者は大量の製品とサー
ビスの中から効率良く目的のそれらを識別、選択
し購買している。そして、あるブランドに対する
ロイヤリティをもつ一定の消費者が属性以上の何
らかの便益を付加し価値を生じさせることで更に
強いブランドになっていくが、池尾によるとその
ような状態による消費者の購買行動は、「特定のブ
ランドに対して特定の意味を認めている」ことで、
ブランドの「それが有する意味の役割」とは「ブ
ランド自身がもつ独自の価値と考えてよい。」９ と
いう。つまり、消費者による一定の意味づけが製
品・サービスに独自の価値を与え、その価値が、
ある文脈によって消費者に再び目的の製品・サー
ビスを想起させて購買行動を促していると言えよ
う。
　市場シェアを獲得し収益を確保しなければなら
ない企業にとって、上記のブランドの３つの役割
によって自社の製品・サービスが他社のそれらと
差別化でき、消費者によって効率よく有益に識別
されて購買されるのであれば、企業としての目的
達成度を高めて市場においての優位性を図ること
ができよう。そのため企業は自社の製品・サービ
スへのブランドの役割に注目しているのである。
２．地域ブランドと企業ブランド
２．１　地域ブランドへの取り組み
　企業がブランドの役割に注目し、ブランド構築
を意図するように地域においてもブランドの役割
がここ数年注目されてきている。例えば村で採れ
た柚子の果汁を加工し、村名を冠して発売した高
知県の「ごっくん馬路村」や以前から味の良さに
定評があったアジやサバの品質を保証することに
よって「高級品」のイメージで認知されるように
なった大分県佐賀関の「関サバ・関アジ」、また統
一感のある町並み修景事業によって町のコンセプ
トを創り出し「文化的な町」という町の魅力を生
み出した長野県小布施町、「昭和」という時代をコ
ンセプトに地域経済の活性化に取り組む大分県豊
後高田市「昭和の町」など「地域ブランド」と称
しないまでも地域資源を最大限に活用しながら特
産品のブランド化から疲労した地域そのものを再
生する取り組みまで、その地域全体への付加価値
づくりが行われている。
　では、それら地域づくりの分野で用いられる地
域のブランド化、すなわち「地域ブランド」は、
企業のマーケティング上のブランドとどのような
点で違い、またどのような点が同様なのだろうか。
２．２　企業ブランドと地域ブランドの違い
　佐々木一成10 は経済産業省のブランド定義11 を
引用して「ブランドは標章である以上、それ自身
は実体をもたない。このためブランドは「見えざ
る資産」と呼ばれている。そして消費社会の成熟
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化が進み、商品やサービスの機能的・技術的な差
別化が難しくなるなかで、それが担う役割はます
ます大きくなっている。」12 としつつブランドの３
つの機能について整理している。
ブランドの機能13
　１．品質保証機能
　２．差別化機能
　３．想起機能
　前述した池尾と佐々木は、ブランドの「役割」
と「機能」という言葉の違いはあるが、どちらも
ブランドが対象とする製品やサービスに対して同
様の作用や効果をもたらすことを考察している。
そして「地域ブランド」は、「企業マーケティング
のブランド概念を地域経営や地域づくりの分野に
応用したものである。」14 という。
　「地域ブランド」においてもブランドは「消費者
との約束事」と言われるように、差別化を意図し、
品質を保証、属性以上の価値を提供しうる商標や
シンボルとしての役割を果たしているが、地域づ
くりの分野においては、それらは企業マーケティ
ング上のブランドの役割以上の意味づけが行われ
ている。例えば、単なる「特産品」の企画や売り
上げ増加を見込んでの「地域ブランド」、観光地と
して地域の名を広報し観光客誘致のための取り組
みなどに用いられる「地域ブランド」は、「地域ブ
ランド」という名を冠しても企業マーケティング
上のブランドの域をでていない。地域づくり分野
で用いられる「地域ブランド」は、必ずしも収益
を確保することを目的とするのではなく、地域文
化の継承や生活の場、暮らしのアメニティの向上、
環境保全等を目的としている場合が多く、それら
の地域は地域資源を最大限活用して「特産品」や
「地域全体」の便益を高め、収益を確保しつつ「地
域ブランド」がもたらす効果や成果は地域の生活
の便益向上に還元される場合が多い。「地域ブラン
ド」が「企業マーケティングのブランド概念を地
域経営や地域づくりの分野に応用したもの」で
あっても、目的や成果は異なる場合があることを
確認しておきたい。
２．３　地域ブランド化のプロセスから
　経済産業省は「地域ブランド化とは、地域発の
商品・サービスのブランド化と、地域イメージの
ブランド化を結びつけ、好循環を生み出し、地域
外の資金・人材を呼び込むという持続的な地域経
済の活性化を図ることである」15 と「地域ブラン
ド」を定義している。（図３）
　この図３によると地域のブランド化とは「地域
発の商品・サービス」と「地域イメージのブラン
ド化」が互いにスパイラル状に影響を及ぼしなが
ら付加価値を伴って「新たな商品・サービス」を
生み出しながら連続的に展開している。そして、
その結果、地域イメージの強化が図られている。
（地域イメージの強化は、更に商品・サービスの付
加価値向上に寄与する。）
　残念ながら図では、地域ブランドの成果が地域
へどのように還元されるのかが説明されていない
が、図にもあるように「地域ブランドの確立」の
サイクルを持続的に回すことによって地域経済の
活性化が図られれば、その潤いによって地域が再
生し、佐々木が指摘するように「世間から広く注
目を浴びることで、地元住民の地域への愛着心や
誇りが醸成されてくる」16 場合も考えられよう。地
元住民の地域への愛着心や誇りが醸成されてくる
事は、その地域に「住みたい」「訪れたい」「良い
地域にしていきたい」などの精神的な価値へと結
びつき、地域ブランドの情緒的便益17 が地域へ還
元していきながら地域ブランドを確立、強化して
いる状態のことである。そういった情緒的便益を
伴った地域経済の活性化であれば、地域の特性に
よっても異なるが地域経済の活性化を目的の第一
として、「企業マーケティングのブランド」とほぼ
同一の手法を援用しながら「地域ブランドの確立」
を目指す事も一つの方法である。
　地域ブランドの情緒的便益が地域に還元されて
いけば、更に強く精神性や価値観に訴求する働き
がある自己表現的便益を高めて、その地域での住
民自身が望むライフスタイルや生活の質の向上、
更には人生の意味や充実感をも意識、強化するこ
とにつながる可能性があるだろう。
３．統合したブランドのマネジメントの視点
３．１　地域ブランドの拡張
　企業マーケティングのブランドにおいては、包
括的、一貫したブランドを構築しているため、複
数の製品・サービスから個別に新たなブランド化
した製品・サービスが生まれる場合がある。例え
ば、トヨタはその企業名の下に複数の車種名をも
つ製品の個別ブランドを持つが、企業名がブラン
ドとして個別の製品ブランドを統合し、それらは
消費者が購買する場合には、「トヨタ・カムリ」「ト
ヨタ・マークⅡ」「トヨタ・クラウン」などとトヨ
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タという社名が連想された形で購買される。あく
までもトヨタという会社が作った車のブランドと
して複数の個別ブランドが存在している。しかし、
その一方でトヨタには、他国においてトヨタ名を
強調しない独立した形での「レクサス」というブ
ランドがあり、他国の異なる消費者特性の違いや
製品ライン上の位置づけなどが関係して企業名と
分離した個別ブランド製品が誕生している。18 い
わゆる「ブランドの拡張」である。
　経済産業省の「地域ブランドの定義」（図３）に
あてはめて考えてみれば、この「ブランドの拡張」
は（Ⅰ）地域発の商品・サービスのブランド化の
領域において、地域イメージから何らかの付加価
値を伴って新たな商品・サービスが生じ、次のス
パイラルに転じようとしている段階である。前述
したように企業マーケティングのブランドの場合
は、企業名の傘下に複数の個別ブランドが存在し、
一貫したマネジメントの下、ブランドの強化が図
られ、統合ブランド（ここでは個別ブランドを束
ねる企業ブランド名）から独立したブランド拡張
の展開が生ずる場合があるが、地域ブランドの場
合、地域に存在する商品・サービスは、必ずしも
地域イメージの一貫した傘下にあるのではなく、
個々の商品・サービスのブランド化を行う主体が
複数存在していて、それぞれがバラバラに異なっ
た地域イメージを想い描き、複数の商品・サービ
スのブランド化を進めている。そのため、ある地
域発の商品・サービス（それは１つか、または複
数かもしれない）が仮に地域ブランド化に成功し
たとしても、そこからブランドの拡張が生じにく
く、企業ブランドであれば、統合ブランドの役割
をもつであろう（Ⅱ）地域イメージのブランド化
の領域、すなわち「地域イメージ」の一貫性が保
たれず、次のスパイラルへ向かう新たな商品・サー
ビスが生じにくい。つまり、「地域イメージのブラ
ンド化」と「新たな商品・サービス」が連続的に
展開することが困難になることを意味する。
　地域ブランドでは、企業ブランドと比較しても
複数の主体が存在するために、企業ブランドより
も広域にわたって統合し、一貫したブランドのマ
ネジメントの手法の確立が求められている。
３．２　地域ブランドを統合するマネジメントの
必要性
　企業マーケティング上のブランド、すなわち企
業ブランドがその傘下の個別ブランドを統合し一
貫したコンセプトの下、統一したブランドの便益
を消費者に向けてブランド構築に取り組む主体
は、言うまでもなく事業主体である企業である。
ブランドの特性を細かくみれば、企業が意図した
ブランドイメージが、必ずしも期待通りに消費者
側に受け止められるとは限らず、ブランドの構築
に失敗する場合もあれば、消費者購買行動の中で
企業側が意図しなかったブランドイメージが消費
者側で育まれる場合もある。企業のブランド構築
は、ブランド効果の有効性が注目を集めた時から
消費者側に意図したブランドイメージをそのまま
受け取ってもらうためのマネジメントとして、ブ
ランドコミュニケーションに苦慮してきた。事業
主体である企業のブランドアイデンティティの構
築もさることながら、製品コンセプトに沿った属
性に便益を付加し、製品・サービスごとの個別ブ
ランド構築を統合したマネジメントは、企業ブラ
ンドにおいても今日的な課題である。
　同じように地域ブランドにおいては、少子高齢
化に伴う財政源の縮小、公共サービスの低下、地
域衰退の課題がある中で地域経営上の課題を解決
する糸口として注目されている。地域の地理的範
囲や地域特性を越えて地方分権化が進む中、統合
された地域ブランドを構築する最も有力な地域経
営の主体は、市町村を一つにまとめた地方自治体
であろう。地方自治体は、複数存在する地域ブラ
ンドの主体から生み出された複数の（Ⅰ）の地域
発の商品・サービスのブランド類を（Ⅱ）の地域
イメージのブランド、すなわち地域全体の「統合
された地域ブランド」としてマネジメントするこ
とで、企業ブランドと同じく一貫した地域ブラン
ドコンセプトの下、（Ⅰ）と（Ⅱ）の両方の領域に
おいて統一した地域ブランドの確立が連続的に展
開されやすくなる環境が生まれる。それは「統合
ブランドの価値が高まれば、ブランド拡張（新規
の個別ブランド構築）の機会が広がる」19 というこ
とであり、持続的な地域における価値づくりの展
開が示唆される。以上のような点において企業ブ
ランドの概念に限らず、その手法を地域経営や地
域づくりの分野に応用しつつ、「地域ブランドの確
立」を目指すことは大きな意義がある。地域ブラ
ンドに取り組む複数の主体を統合しながら統一さ
れた地域ブランドのマネジメントの実践は、地域
づくりの分野において近年始まったばかりである
が、企業ブランドの目指す目的や成果と異なる点
を確認しつつ、援用できる部分は取り込み、地域
ブランドの持続的発展を目指すことが今後の課題
である。
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おわりに
　収益確保を目的とする企業ブランドの役割は、
地域における地域ブランドの目的や成果と異なる
にしても、地域ブランド、企業ブランドを問わず、
ブランドの機能や役割、更にブランドがもたらす
便益等が同じであれば、企業ブランドから地域ブ
ランドへの援用が十分可能であろう。しかしなが
ら地域ブランドは、それに取り組む主体が企業ブ
ランドの事業主体となる企業と比較して数多く存
在しており、企業ブランドのように個別のブラン
ドを統合していくマネジメント手法は開発されて
いない。加えて、地域の多様な特性から地域ブラ
ンド確立へ向けて用いられる地域資源も多様であ
り、地域ブランドの定義においても、それを用い
る地域や取り組む主体によってまちまちである。
本稿では、地域ブランドの定義は経済産業省の「地
域ブランドの定義」を用いて、企業ブランドから
援用できる点、また異なる点を考察したが、地域
ブランドの定義や地域へ働きかける地域ブランド
のプロセスそのものもその定義の中に収まらない
可能性がある。昨今の地域ブランドの取り組みが
企業ブランドを援用して、その成果が経済の活性
化のみに終始するのであれば、ブランドが本来も
つ価値の便益も画一化し、地域の多様性を破壊す
ることになりかねない。持続可能な地域づくりの
取り組みの一つとして地域ブランドの価値創出の
メカ二ズムを明らかにすることは、今後の地域づ
くりにおける一課題である。
図１　中小企業庁編『中小企業白書　2011年版』
「第１ １ ２図　実質ＧＤＰ成長率の伸び率の要
因分解（前期比寄与度）」
図２　中小企業庁編『中小企業白書　2011年版』
「海外展開企業の日本ブランドの訴求行動」
「海外展開企業の日本ブランドの効果の有無」
図３　経済産業省知的財産戦略本部・コンテンツ
専門調査会第１回日本ブランド・ワーキング
グループ資料スライド「地域ブランド化」
とは　平成16年11月24日
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